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【第 1 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 1》〜《問 3》)

に答えなさい。 

 
 

  



《問 1》 はじめに、M さんは、A さんが 65 歳までに受給すること

ができる公的年金制度からの老齢給付について説明した。M さん

が、A さんに対して説明した以下の文章の空欄 1〜3 に入る数値の組

合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

 

 
 

 

 

  



【答え】 

特別支給の老齢厚生年金は、下記の条件を満たした人が 60 歳から

64 歳に達するまでの間受給できる老齢厚生年金です。 

 

[受給要件] 

＊男性は昭和 36 年 4/1 以前生まれ 女性は昭和 41 年 4/1 以前生ま

れであること 

 

＊老齢基礎年金の受給資格期間を満たしていること（H28.8 月～受

給資格期間 10 年となりました） 

 

＊厚生年金の被保険者期間が 1 年以上あること 

 

1959 年 9 月生まれの A さんは 64 歳から報酬比例部分のみの特別支

給の老齢厚生年金を受け取ることができます。 

 

①は 10 年 ②は 1 年 ③は 64 歳 

 

答えは 

３）の①１０ ②１ ③６４ 

 

 

  



《問 2》 次に、M さんは、A さんが老齢基礎年金の受給を 65 歳か

ら開始した場合の年金額を試算した。M さんが試算した老齢基礎年

金の年金額(2018 年度価額)の計算式として、次のうち最も適切なも

のはどれか。 

 

 
 

 

 

 

  



【答え】 

 
 

老齢基礎年金は 20 歳から 60 歳までの加入期間に対して支払われま

す。2018 年度の満額年金額は 779,300 円です。 

 

A さんの 20～60 歳までの保険料納付済期間を見てみましょう。 

  

＊20～22 歳の(31 月)は未加入期間で保険料の納付はありません。
(この未加入期間は受給資格期間にはカウントします) 

 

＊厚生年金に加入している 60 歳から 65 歳までの期間(=60 月)も 

老齢基礎年金の支給額の計算からは除外します。 

 

したがって 

A さんの老齢基礎年金＝779,300 円×(509 月-60 月)／480 月 

          ＝779,300 円×449 月／480 月 

 

正解は １） 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問3》 最後に、Mさんは、老齢厚生年金について説明した。Mさ

んのAさんに対する説明として、次のうち最も不適切なものはどれ

か。  

 

1) 「Aさんが受給する特別支給の老齢厚生年金は、総報酬月額相当

額と基本月額との合計額が28万円(2018年度の支給停止調整開始額)

を超えると、年金額の一部または全部が支給停止となります」 

 

 

2) 「Aさんが65歳に達すると、特別支給の老齢厚生年金の受給権は

消滅し、新たに老齢基礎年金および老齢厚生年金の受給権が発生し

ます。Aさんが65歳から受給する老齢厚生年金は、65歳到達時にお

ける厚生年金保険の被保険者記録を基に計算されます」  

 

 

3) 「妻 B さんは厚生年金保険の被保険者期間が 10 年以上あります

ので、A さんが 65 歳から受給する老齢厚生年金の額には、配偶者の

加給年金額の加算はありません」 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

１）適切  

記述の通り、総報酬月額相当額と基本月額との合計額が 28 万円

(2018 年度の支給停止調整開始額)を超えると、年金額の一部または

全部が支給停止となります。 

 

 

２）適切  

特別支給の老齢厚生年金の受給権は 65 歳になると消滅し、新たに

老齢基礎年金および老齢厚生年金の受給権が発生します。60 歳以降

も厚生年金のある会社で勤務、厚生年金保険に加入する場合 65 歳

から受給する老齢厚生年金は、65 歳到達時における厚生年金保険の

被保険者記録を基に計算されます。 

 

 

３）不適切  

加給年金は老齢厚生年金をもらえるようになった時点で、その人に

よって生計が維持されている配偶者または子がいる場合に受け取れ

る年金です。 

 

条件は 

・厚生年金の加入期間が原則 20 年以上あること 

・配偶者控除の年齢が 65 歳未満(年下であること) 

・生計を維持されている 18 歳到達年度の末日までにある子ども(障

害等級 1，2 級の状態にある子の場合は 20 歳未満) 

・配偶者自身の厚生年金被保険者期間が 20 年未満であること 

 

妻 B さんは厚生年金の被保険者期間が 12 年なので加給年金が受け

取れます。 

 

したがって不適切だったのは３） 

答えは３） 

 

 

 



【第 2 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 4》〜《問 6》)

に答えなさい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



《問4》 Mさんは、《設例》の米ドル建定期預金等について説明

した。MさんのAさんに対する説明として、次のうち最も適切なもの

はどれか。  

 

1) 「米ドル建定期預金の金利は、アメリカの連邦公開市場委員会

(FOMC)が決定する政策金利に連動します。X銀行以外の金融機関に

預け入れた場合でも、預入期間・ 預入金額・預入日が同じであれ

ば、適用される利率は同じです」  

 

 

2) 「X銀行に預け入れた外貨預金は、預金保険制度の保護の対象と

はなりません」  

 

 

3) 「米ドル建一時払終身保険の積立利率は、一時払保険料に対す

る利回りを表しています。高い利回りを享受することを考えた場

合、米ドル建定期預金よりも米ドル建一時払終身保険に加入するこ

とをお勧めします」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

１）は不適切 

 外貨建ての金融商品の金利は金融機関ごとに利率は違います。例

えばネット銀行などの金利は大手の銀行に比べ１０倍近く金利が高

いものがあります。外貨建ての場合、為替手数料の金額にも注意が

必要ですが、こちらもネット銀行のほうがかなり割安です。 

 

 

２）は適切 

 預金保険制度とは金融機関が破綻したときに、その金融機関に預

けている預金を１金融機関ごとに預金者1人当たり元本1,000万円ま

でとその利息が保護される制度です。ペイオフとも言います。 

＊決済用預金は全額保護の対象です。 

 

そして外貨預金は預金保険制度の保護対象外です。 

 

 

３）は不適切 

 米ドル建一時払終身保険の積立利率は、一時払保険料に対する利

回りではなく、積み立てられている部分に対しての運用利回りを

表しています。 

 

 

 

したがって適切なのは  

２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問5》 Mさんは、《設例》の米ドル建定期預金の課税関係につ

いて説明した。MさんのAさんに対する説明として、次のうち最も適

切なものはどれか。  

 

1) 「Aさんが受け取る利子は、利子所得として源泉分離課税の対象

となり、20.315% 相当額が源泉徴収等されます」  

 

 

2) 「仮に、満期時の為替レートが円安ドル高になり、為替差益が

生じた場合、当該金額は一時所得として総合課税の対象となりま

す」  

 

 

3) 「仮に、満期時の為替レートが円高ドル安になり、為替差損が

生じた場合、当該損失の金額は A さんの不動産所得の金額と損益通

算することができます」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1)は適切  

 外貨預金の利子は国内預金の金利と同じく 20.315％の利子所得の

対象となって、分離課税(源泉徴収)されます。 

 

 

２）は不適切 

 外貨預金で生じた為替差益分は雑所得の対象として総合課税の対

象となるため、確定申告が必要です。 

しかし年収が 2,000 万円以下の給与所得者で為替差益を含めた

給与所得及び退職所得以外の所得が 20 万円以下（年間）であれば

確定申告は不要です。 

 

 

３）は不適切 

 外貨預金の為替差損は雑所得の損失となるので、ほかの所得と損

益通算ができません。（雑所得同士で相殺することはできます) 

 

 

したがって適切なのは１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問 6》 A さんが、《設例》の条件で、50,000米ドルを外貨預金

に預け入れ、満期時に円貨で受け取った場合における元利金の合計

額として、次のうち最も適切なものはどれか。なお、税金等は考慮

しないものとする。 

 

1) 5,577,750 円  

 

2) 5,628,000 円  

 

3) 5,678,250 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

 
 

50,000米ドルを年率 0.5％の利息で 1 年間預ける 

満期の時の利息は 50,000米ドル×0.5％＝50,250米ドル 

 

そして満期時のレート 

 

TTS(円を売ってドルに換える sell)＝円からドルに換えるとき 

TTB(ドルから円を買う buy)       ＝ドルから円に換えるとき 

TTM＝基準となるレート(仲値) 

 

満期の時に外貨を円に換えて受け取るときは TTB の満期時のレート

を見ます。すると 111 円 

 

50,250米ドル×111 円＝5,577,750 円 

 

したがって正解は１）5,577,750 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【第 3 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 7》〜《問 9》)

に答えなさい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問7》 Aさんの2018年分の所得税における総所得金額は、次の

うちどれか。  

1) 930 万円  

2) 980 万円  

3) 1,150 万円 

 

 

 

 

【答え】 

 
 

 
 

A さんの所得 

給与所得 1,200 万円 表を見ると A さんの給与所得控除額は 

220 万円 

1,200 万円―220 万円＝980 万円 

 

不動産所得の▲マイナス部分は給与所得と損益通算できます。 

980 万円－50 万円＝930 万円 

 

したがって答えは 

１）930 万円 



《問 8》 A さんの 2018 年分の所得税における所得控除に関する

以下の文章の空欄 1〜3 に入る数値の組合せとして、次のうち最も

適切なものはどれか。 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

 
 

 
 

ⅰ）配偶者控除の要件 

＊納税者本人と生計を一にする配偶者(青色・白色申告者以外) 

＊配偶者の合計所得金額が 38 万円以下(手取りでいうと 103 万円) 

＊納税者本人の合計所得金額が 1,000 万円以下であること 

 

納税者本人の合計所得金額により配偶者控除の額が変わります。

(上図) 

A さんの合計所得金額は 930 万円なので配偶者控除額は 26 万円で

す。 

 

 

 



ⅱ）老人扶養控除 

 

 
 

 

扶養控除は配偶者以外の生計を一にする親族で、合計所得金額が38

万円以下であることなどの条件に当てはまる人がいる場合に受けら

れる控除である。 

 

母Cさん(83歳)の所得は老齢基礎年金額70万円。65歳以上の方が受

け取る公的年金は年120万円までは控除により所得が0円です。） 

 

そして70歳以上で同居である場合は58万円の扶養控除が受けられ

る。 

 

したがって①は 38（万円） ②は 26（万円） ③は 58（万円） 

 

答えは２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問9》 Aさんの2018年分の所得税における医療費控除に関する

次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。  

 

1) 「通常の医療費控除額は、『(その年中に支払った医療費の総額

-保険金などで補填される金額)-10万円』の算式により算出しま

す。Aさんが2018年中に支払った医療費の総額が10万円を超えてい

ない場合、医療費控除額は算出されません」  

 

 

2) 「Aさんが通常の医療費控除の適用を受ける場合、セルフメディ

ケーション税制(医療費控除の特例)の適用を受けることはできませ

ん。どちらか一方を選択して適用を受けることになります」  

 

 

3) 「通常の医療費控除の対象となる医療費の範囲には、診療等を

受けるための公共交通機関(バス・電車等)による通院費は含まれま

せん」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

１）は適切 

通常の医療費控除額は、『(その年中に支払った医療費の総額-保険

金などで補填される金額)-10 万円』の算式により算出します。 

＊総所得金額が 200 万円の場合が 10 万円であり、２００万円未満

の場合は総所得の５％となります。 

 

つまり、A さんが 2018 年中に支払った医療費の総額が 10 万円を超

えていない場合、医療費控除額は算出されません。       

 

 

２）は適切 

セルフメディケーション税制とは、健康の維持増進及び疾患の予防

への取り組みとして一定の取り組み（健康診断を受ける、予防接種

を受ける等）を行う個人がスイッチ OTC 医薬品を購入した際に、そ

の購入費用について所得控除を受けることができるものです。 

 

記述の通り、医療費控除とセルフメディケーション税制(医療費控

除の特例)はどちらかのみ適用することができます。 

 

 

３）は不適切 

診療等を受けるための公共交通機関(バス・電車等)による通院費は

医療費控除の対象となります。自家用車のガソリン代やタクシー代

は基本対象外ですが、やむを得ない場合のタクシー利用は事情によ

っては医療費に含めることができます。 

 

したがって不適切だったのは３） 

答えは３） 

 

 

 

 

 

 



【第 4 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 10》〜《問

12》)に答えなさい。 

 

 
 

 

 

 

 

 



《問 10》 甲土地に賃貸マンション(耐火建築物)を建築する場合

の①建蔽率の上限となる建築面積と②容積率の上限となる延べ面積

の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

 
①建蔽率が 80％とされている地域であって防火地域内に耐火建築物

を立てる場合は建蔽率の制限を受けないので 100％の建蔽率で建て

ることができる。 

つまり 400㎡×100％＝400㎡ 

 

②容積率は前面道路の幅員によって容積率の制限がある。 

 

前面道路の幅員が１２m以上の場合は指定容積率 

前面道路の幅員が１２m未満の場合は次のうち小さいほう 

＊指定容積率 

＊前面道路の幅員×法定乗数（居住系は 4/10、その他は 6/10） 

甲土地は居住系以外なので乗数は 6/10 である。 

 

前面道路が 2 つある場合、広い方を前面道路とすることができます

が、どちらも６ｍなので 

6ⅿ×6/10＝360％ 360％＜指定容積率 400％ 

したがって延べ床面積の上限＝400㎡×360％＝1,440㎡ 

 

答えは 

２）①400㎡ ②1,440㎡ 



《問11》 甲土地の売却に関する次の記述のうち、最も適切なも

のはどれか。  

 

1) 「Aさんが甲土地を譲渡した場合、譲渡所得の金額の計算上、取

得費は、父親の相続に係る相続税の課税価格の計算の基礎に算入さ

れた金額(相続税評価額)となります」 

  

 

2) 「Aさんが甲土地を譲渡した場合、譲渡した日の属する年の1月1

日において所有期間が5年を超えていますので、当該譲渡による譲

渡所得については、長期譲渡所得に区分されます」  

 

 

3) 「Aさんが甲土地を譲渡した場合、譲渡所得金額が6,000万円以

下の部分について、所得税および復興特別所得税10.21%、住民税4%

の軽減税率が適用されます」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

１）は不適切 

譲渡所得に関する取得費については、相続や贈与によって不動産を

取得した場合は、被相続人や贈与者の取得費を引き継ぎます。取得

費がわからないなどの場合は土地等の価格の5％とすることができ

ます。 

 

２）は適切 

記述の通り、譲渡した日の属する年の1月1日において所有期間が5

年を超えていますのでこの場合の譲渡所得は長期譲渡所得になりま

す。 

 

＊短期譲渡所得…譲渡した年の1月1日地点での所有期間が5年未満 

 税率は39％（所得税が30％ 住民税が9％） 
 ↑別途復興特別所得税が0.63％加算されます 

 

＊長期譲渡所得…譲渡した年の1月1日地点での所有期間が5年以上 

 税率は20％（所得税が15％ 住民税が5％） 
 ↑別途復興特別所得税が0.315％加算されます 

 

３）は不適切 

軽減税率の特例とは、譲渡した年の1月1日時点で所有期間が10年超

の居住用財産を譲渡した場合、税率が軽減されるというものです。 

 

＊6,000万円以下の部分は所得税10％、住民税4％（別途復興特別所

得税がかかる） 

＊6,000万円超の部分は所得税15％、住民税5％（別途復興特別所得

税がかかる） 

 

しかし甲土地は居住用財産ではなく、青空駐車場なので軽減税率の

特例の対象ではありません。 

 

 

したがって適切なのは２） 

答えは２） 

 



《問12》 甲土地の有効活用に関する以下の文章の空欄1〜3に入

る語句の組合せとして、次のうち最も適切なものはどれか。  

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

ⅰ）土地の評価について、自分の土地に賃貸マンションを建築し、

他人に貸す場合は貸家建付地と評価されます。 

 

貸付事業用宅地にした場合 200㎡までの部分については 50％の減

額が受けられます。 

 

ⅱ）A さんが甲土地に賃貸マンションを建築した場合、甲土地にか

かる固定資産税額は住宅 1戸につき 200㎡までの部分（小規模住宅

用地）について課税標準となるべき価格を 1/6 の額とすることがで

きます。 

 

答えは２）①貸家建付地 ②50％ ③1/6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【第 5 問】 次の設例に基づいて、下記の各問(《問 13》〜《問

15》)に答えなさい。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問 13》 現時点(2019 年 5 月 26日)において、A さんの相続が

開始した場合に関する以下の文章の空欄 1〜3 に入る語句の組合せ

として、次のうち最も適切なものはどれか。 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

ⅰ）法定相続分については 相続人が妻と兄弟である場合の妻の 

法定相続分は 3/4 です。 

 

したがって妻 B さんの法定相続分は 3/4 

 

兄弟姉妹は残りの 1/4 を人数で割るので、今回の場合は 

妹 Cさんに 1/8、弟 Dさんに 1/8 となります。 

 

相続における遺産にかかる基礎控除の額は 

3,000 万円＋（600 万円×法定相続人の人数）で計算します。 

 

この場合法定相続人は 3 人なので 

3,000 万円＋（600 万円×3）＝4,800 万円となります。 

 

 

 

 

ⅱ）A さんの相続により、妻 B さんが自宅の敷地を取得し、小規模

宅地等の特例の適用を受けた場合、特定居住用宅地等として 330㎡

までの部分について 80％の減額が受けられます。 

 

 

 

答えは３）①3/4 ②4,800 万円 ③330㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



《問 14》 仮に、A さんの相続が現時点(2019 年 5 月 26日)で開

始し、A さんの相続に係る課税遺産総額(課税価格の合計額-遺産に

係る基礎控除額)が 2億円であった場合の相続税の総額は、次のう

ちどれか。 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

妻 B さんの法定相続分は 3/4 です。 

妹 Cさんと弟 Dさんの法定相続分はそれぞれ 1/8 です。 

 

課税遺産総額が 2億円 

妻の相続分は 2億円×3/4=1億 5,000 万円 

 

妹 Cさんと弟 Dさんの相続分は 2億円×1/8＝2,500 万円ずつとなり

ます。 

 

 
 

相続税の速算表をもとに相続税額を計算します。 

 

妻 B さん 1億 5,000 万円×40％－1,700 万円＝4,300 万円 

 

妹 Cさんと弟 Dさん 

それぞれ 2,500 万円×15％－50 万円＝325 万円 

 

したがって 

相続税の総額は 4,300 万円＋325 万円＋325 万円＝4,950 万円 

 

答えは 

１）4,950 万円 

 

 

 



《問15》 遺言書に関する次の記述のうち、最も適切なものはど

れか。  

1) 「遺言により、全財産を妻Bさんに相続させることも可能です

が、遺言書の作成の際には、妹Cさんおよび弟Dさんの遺留分を侵害

しないように配慮してください」  

 

 

2) 「公正証書遺言は、作成された遺言書の原本が家庭裁判所に保

管されるため、紛失や改ざんのおそれがなく、安全性が高い遺言と

いえます」  

 

 

3) 「仮に、Aさんの相続開始後、相続人がAさんの自筆証書遺言を

発見した場合、相続人は、遅滞なく、その遺言書を家庭裁判所に提

出して、その検認を請求しなければなりません」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【答え】 

1）不適切 

 遺留分とは法定相続人が最低限の遺産を受け取ることができるよ

うにするというものですが、兄弟姉妹には遺留分はありません。 

 

 

2）不適切 

 公正証書遺言はその原本が遺言者が１通、公証役場に 1通保管さ

れるため紛失や改ざんの心配がない安全性の高い遺言書です。 

 公正証書遺言の作成においては証人 2名以上が必要となります。 

 

 

3）適切 

相続人が遺言者の自筆証書遺言を発見した場合、相続人は遅滞な

く、その遺言書を家庭裁判所に提出して、その検認を請求する必要

があります。 

 

 

答えは３） 

 

 

-終- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


